


























































別
紙

－
３

　
発

注
者

支
援

業
務

等
（
発

注
者

支
援

・
公

物
管

理
）
の

業
務

実
績

に
定

め
る

業
務

の
内

容
一

覧
１

／
２

業
務

実
績

対
象

業
務

業
務

内
容

◆
積

算
技

術
業

務
○

積
算

に
必

要
な

現
地

調
査

、
工

事
発

注
図

面
・
数

量
総

括
表

・
数

量
計

算
書

の
作

成
、

積
算

資
料

の
作

成
、

積
算

デ
ー

タ
入

力
の

ま
で

の
一

連
の

業
務

◆
技

術
審

査
業

務
○

工
事

発
注

資
料

の
作

成
か

ら
技

術
資

料
の

分
析

・
整

理
ま

で
の

一
連

の
業

務

◆
工

事
監

督
支

援
業

務
○

材
料

確
認

・
段

階
確

認
等

に
よ

る
設

計
図

書
と

の
照

合
、

工
事

検
査

等
に

立
合

、
監

督
職

員
の

補
助

を
行

う
業

務
　

　
　

○
指

示
・
地

元
調

整
等

に
必

要
な

資
料

の
作

成
、

工
事

請
負

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

資
料

と
設

計
図

書
と

の
照

合
、

工
事

の
設

計
変

更
に

必
要

な
資

料
作

成
等

を
行

う
業

務

◆
品

質
検

査
業

務
（
過

去
の

業
務

）
○

材
料

確
認

・
段

階
確

認
等

に
よ

る
設

計
図

書
と

の
照

合
、

工
事

検
査

等
に

立
合

、
監

督
職

員
の

補
助

を
行

う
業

務

◆
工

事
管

理
業

務
（
過

去
の

業
務

）
○

指
示

・
地

元
調

整
等

に
必

要
な

資
料

の
作

成
、

工
事

請
負

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

資
料

と
設

計
図

書
と

の
照

合
、

工
事

の
設

計
変

更
に

必
要

な
資

料
作

成
等

を
行

う
業

務

◆
事

業
計

画
業

務
（
過

去
の

業
務

）
○

公
共

事
業

に
関

す
る

実
施

計
画

関
連

資
料

の
作

成
等

の
一

部
を

支
援

す
る

業
務

◆
河

川
巡

視
業

務
○

河
川

を
巡

視
し

、
河

川
及

び
河

川
管

理
施

設
の

状
況

、
河

川
の

占
有

又
は

利
用

状
況

等
の

適
切

な
把

握
と

処
理

及
び

河
川

管
理

上
必

要
な

情
報

の
収

集
を

行
う

業
務

◆
河

川
許

認
可

審
査

支
援

業
務

○
河

川
法

に
基

づ
く
各

種
申

請
書

の
受

理
・
整

理
、

河
川

台
帳

等
の

点
検

・
修

正
・
整

備
等

、
現

地
情

報
及

び
資

料
の

収
集

・
整

理
等

を
行

う
業

務

◆
ダ

ム
管

理
支

援
業

務
○

洪
水

調
整

機
能

を
有

す
る

ダ
ム

の
ダ

ム
管

理
業

務

◆
排

水
機

場
管

理
支

援
業

務
○

関
係

機
器

の
操

作
、

日
常

点
検

・
管

理
、

及
び

排
水

機
場

全
体

の
日

常
管

理
等

を
行

う
業

務

◆
道

路
巡

回
業

務
○

落
下

物
及

び
道

路
損

傷
の

発
見

、
道

路
施

設
の

異
常

発
見

、
不

法
占

用
の

確
認

等
を

行
う

業
務

◆
道

路
許

認
可

審
査

業
務

○
道

路
の

各
種

占
用

申
請

の
審

査
・
指

導
、

境
界

確
認

申
請

審
査

・
現

地
立

合
、

特
殊

車
両

申
請

の
審

査
の

い
ず

れ
か

の
補

助
業

務

◆
適

正
化

指
導

業
務

○
道

路
の

不
正

使
用

、
不

法
占

用
の

指
導

取
締

、
特

殊
車

両
申

請
の

指
導

取
締

の
い

ず
れ

か
の

補
助

業
務

C
M

業
務

○
公

共
工

事
等

の
設

計
、

発
注

、
工

事
の

各
段

階
に

お
け

る
コ

ン
ス

ト
ラ

ク
シ

ョ
ン

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

業
務

P
F
I事

業
技

術
ア

ド
バ

イ
ザ

リ
ー

業
務

○
P
F
I事

業
の

実
施

に
関

す
る

技
術

ア
ド

バ
イ

ザ
リ

ー
業

務

◆
予

備
設

計
○

堤
防

・
護

岸
設

計
、

樋
門

・
樋

管
設

計
、

排
水

機
場

設
計

、
特

殊
構

造
物

設
計

、
河

川
景

観
設

計
　

等

◆
詳

細
設

計
○

堰
設

計
、

水
門

設
計

、
排

水
機

場
設

計
、

堤
防

・
護

岸
設

計
、

樋
門

・
樋

管
設

計
、

床
止

め
設

計
、

特
殊

構
造

物
設

計
　

等

◆
概

略
設

計
○

路
線

検
討

、
道

路
概

略
設

計
、

橋
梁

予
備

検
討

、
ト

ン
ネ

ル
予

備
検

討
　

等

◆
予

備
設

計
○

道
路

予
備

設
計

（
中

心
線

決
定

、
用

地
幅

決
定

）
、

橋
梁

予
備

設
計

、
ト

ン
ネ

ル
予

備
設

計
、

道
路

構
造

物
予

備
設

計
、

道
路

・
橋

梁
景

観
設

計
　

等

◆
詳

細
設

計
○

道
路

詳
細

設
計

、
橋

梁
詳

細
設

計
、

ト
ン

ネ
ル

詳
細

設
計

、
道

路
構

造
物

詳
細

設
計

、
補

修
設

計
　

等

公
物

管
理

業
務

（
道

路
）

発
注

者
支

援
業

務

土
木

設
計

業
務

（
道

路
）

土
木

設
計

業
務

（
河

川
）

公
物

管
理

業
務

（
河

川
）



別
紙

－
３

　
発

注
者

支
援

業
務

等
（
発

注
者

支
援

・
公

物
管

理
）
の

業
務

実
績

に
定

め
る

業
務

の
内

容
一

覧
２

／
２

業
務

実
績

対
象

業
務

業
務

内
容

◆
調

査
検

討
業

務
○

利
水

計
算

、
降

雨
解

析
、

流
量

検
討

関
係

、
治

水
経

済
調

査
、

水
理

・
土

砂
解

析
、

水
辺

環
境

調
査

、
耐

震
調

査
、

縦
横

断
測

量
、

水
理

計
算

プ
ロ

グ
ラ

ム
開

発
、

等

◆
計

画
策

定
業

務
○

河
道

計
画

、
防

災
シ

ス
テ

ム
、

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
、

氾
濫

解
析

、
利

水
計

画
、

河
川

情
報

シ
ス

テ
ム

、
環

境
ア

セ
ス

メ
ン

ト
、

河
川

環
境

整
備

計
画

関
係

、
治

水
対

策
関

係
、

治
水

経
済

調
査

、
情

報
・
防

災
系

シ
ス

テ
ム

、
河

川
環

境
整

備
関

係
、

広
報

資
料

作
成

、
事

業
計

画
等

◆
調

査
検

討
業

務
○

交
通

需
要

予
測

調
査

、
地

質
基

礎
調

査
、

設
計

用
図

化
関

係
、

点
検

関
係

、
交

通
量

観
測

、
事

業
基

礎
調

査
、

パ
ー

ソ
ン

ト
リ

ッ
プ

調
査

、
公

害
系

基
礎

調
査

、
等

◆
計

画
策

定
業

務
○

整
備

計
画

関
係

検
討

、
環

境
ア

セ
ス

メ
ン

ト
、

都
市

計
画

策
定

関
係

検
討

・
資

料
作

成
、

事
業

説
明

資
料

作
成

関
係

、
情

報
化

構
想

策
定

、
防

災
ｱ

ｾ
ｽ

ﾒ
ﾝ
ﾄ、

地
域

防
災

計
画

関
係

、
環

境
系

計
画

関
係

、
産

業
振

興
計

画
、

広
報

資
料

作
成

、
事

業
計

画
等

◆
管

理
施

設
調

査
業

務
○

河
川

管
理

施
設

の
現

状
把

握
、

施
設

設
置

の
た

め
の

基
礎

調
査

等

◆
管

理
施

設
運

用
業

務
○

河
川

管
理

施
設

の
操

作
要

領
、

運
用

計
画

の
作

成
等

◆
管

理
施

設
点

検
業

務
○

河
川

管
理

施
設

の
点

検

◆
管

理
施

設
調

査
業

務
○

舗
装

修
繕

計
画

、
橋

梁
補

修
計

画
、

防
災

対
策

、
交

通
安

全
対

策
 等

◆
管

理
施

設
運

用
業

務
○

情
報

管
理

業
務

　
等

◆
管

理
施

設
点

検
業

務
○

橋
梁

点
検

、
防

災
点

検
、

ト
ン

ネ
ル

点
検

　
等

◆
測

量
作

業
○

基
準

点
測

量
、

水
準

測
量

、
平

板
測

量
、

路
線

測
量

、
河

川
測

量
、

深
浅

測
量

、
用

地
測

量
、

空
中

写
真

測
量

　
等

◆
測

量
調

査
○

測
量

計
画

に
関

す
る

測
量

調
査

、
地

図
作

成
に

関
す

る
測

量
調

査
、

地
域

開
発

関
連

の
測

量
調

査
、

施
設

管
理

関
連

の
測

量
調

査
、

防
災

関
連

の
測

量
調

査
、

環
境

解
析

に
関

す
る

測
量

調
査

、
工

事
施

工
に

関
す

る
測

量
調

査
、

基
礎

測
量

調
査

　
等

◆
ボ

ー
リ

ン
グ

調
査

○
土

質
ボ

ー
リ

ン
グ

、
岩

盤
ボ

ー
リ

ン
グ

、
土

質
試

験
、

解
析

等
調

査
　

等

◆
地

質
調

査
○

弾
性

波
探

査
、

軟
弱

地
盤

技
術

解
析

、
地

す
べ

り
調

査
、

水
文

・
水

質
観

測
調

査
、

ト
ン

ネ
ル

変
状

調
査

、
ダ

ム
地

質
解

析
、

地
盤

環
境

調
査

、
液

状
化

判
定

　
等

※
対

象
業

務
は

、
過

去
の

発
注

さ
れ

た
業

務
名

を
記

載
し

て
あ

り
ま

す
。

　
な

お
、

対
象

業
務

の
追

加
が

あ
る

場
合

が
あ

り
ま

す
。

測
量

業
務

地
質

調
査

業
務

調
査

検
討

・
計

画
策

定
業

務
（
河

川
）

調
査

検
討

・
計

画
策

定
業

務
（
道

路
）

管
理

施
設

調
査

・
運

用
・
点

検
業

務
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（河

川
）

管
理

施
設

調
査

・
運

用
・
点

検
業

務
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（道

路
）



 企
業

に
お

け
る

対
象

業
務

の
分

類
表

　
《
発

注
者

支
援

業
務

及
び

公
物

管
理

補
助

業
務

》
【
企

業
】

業
務

実
績

対
象

業
務

積
算

技
術

技
術

審
査

工
事

監
督

支
援

河
川

巡
視

河
川

許
認

可
ダ

ム
管

理
排

水
機

場
管

理
道

路
巡

回
道

路
許

認
可

審
査

・
適

正
化

指
導

業
務

◆
積

算
技

術
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
技

術
審

査
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
工

事
監

督
支

援
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
品

質
検

査
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
工

事
管

理
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
河

川
巡

視
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
河

川
許

認
可

審
査

業
務

●
●

●
●

●
●

●
●

●

◆
ダ

ム
管

理
支

援
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
排

水
機

場
管

理
支

援
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
道

路
巡

回
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
道

路
許

認
可

審
査

業
務

●
●

●
●

●
●

●
●

●

◆
適

正
化

指
導

業
務

●
●

●
●

●
●

●
●

●

C
M

業
務

●
●

●
●

●
●

●
●

●

P
F
I事

業
技

術
ア

ド
バ

イ
ザ

リ
ー

業
務

●
●

●
●

●
●

●
●

●

◆
予

備
設

計
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
詳

細
設

計
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
概

略
設

計
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
予

備
設

計
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
詳

細
設

計
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
調

査
検

討
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
計

画
策

定
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
調

査
検

討
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
計

画
策

定
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
管

理
施

設
調

査
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
管

理
施

設
運

用
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
管

理
施

設
点

検
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
管

理
施

設
調

査
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
管

理
施

設
運

用
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
管

理
施

設
点

検
業

務
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
測

量
作

業
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
測

量
調

査
●

●
●

●
●

●
●

●
●

◆
ボ

ー
リ

ン
グ

調
査

●
●

●
●

●
●

●
●

●

◆
地

質
調

査
●

●
●

●
●

●
●

●
●

管
理

施
設

調
査

・
運

用
・
点

検
業

務
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
道

路
）

土
木

設
計

業
務

（
道

路
）

地
質

調
査

業
務

土
木

設
計

業
務

（
河

川
）

別
紙

－
4
  

1
/
2

発
注

者
支

援
業

務

測
量

業
務

公
物

管
理

補
助

業
務

（
河

川
）

公
物

管
理

補
助

業
務

（
道

路
）

調
査

検
討

・
計

画
策

定
業

務
（
河

川
）

調
査

検
討

・
計

画
策

定
業

務
（
道

路
）

管
理

施
設

調
査

・
運

用
・
点

検
業

務
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
河

川
）



対
象

業
務

に
お

け
る

同
種

業
務

・
類

似
業

務
の

分
類

表
　

《
発

注
者

支
援

業
務

》
【
管

理
技

術
者

】
【
　

凡
例

　
：
　

同
種

●
　

　
類

似
○

　
】

業
務

実
績

対
象

業
務

（
河

川
）

（
道

路
）

（
河

川
）

（
道

路
）

（
河

川
）

（
道

路
）

◆
積

算
技

術
業

務
●

○
●

○
●

○
●

○
●

○
●

○

◆
技

術
審

査
業

務
●

○
●

○
●

○
●

○
●

○
●

○

◆
工

事
監

督
支

援
業

務
●

○
●

○
●

○
●

○
●

○
●

○

◆
品

質
検

査
業

務
（
過

去
の

業
●

○
●

○
●

○
●

○
●

○
●

○

◆
工

事
管

理
業

務
（
過

去
の

業
●

○
●

○
●

○
●

○
●

○
●

○

◆
河

川
巡

視
業

務
○

○
○

◆
河

川
許

認
可

審
査

業
務

○
○

○

◆
ダ

ム
管

理
支

援
業

務
○

○
○

◆
排

水
機

場
管

理
支

援
業

務
○

○
○

◆
道

路
巡

回
業

務
○

○
○

◆
道

路
許

認
可

審
査

業
務

○
○

○

◆
適

正
化

指
導

業
務

○
○

○

C
M

業
務

○
○

○
○

○
○

P
F
I事

業
技

術
ア

ド
バ

イ
ザ

リ
ー

業
務

○
○

○
○

○
○

◆
予

備
設

計
○

○
○

◆
詳

細
設

計
○

○
○

◆
概

略
設

計
○

○
○

◆
予

備
設

計
○

○
○

◆
詳

細
設

計
○

○
○

土
木

工
事

◆
監

理
技

術
者

○
○

○
○

○
○

※

（
注

１
）

公
物

管
理

補
助

業
務

（
道

路
）

土
木

設
計

業
務

（
河

川
）

  
2
/
2

同
種

（
●

）
は

国
、

都
道

府
県

、
政

令
市

、
特

殊
法

人
等

が
発

注
し

た
業

務
、

類
似

（
○

）
は

そ
の

他
の

機
関

が
発

注
し

た
業

務

積
算

技
術

技
術

審
査

工
事

監
督

支
援

土
木

設
計

業
務

（
道

路
）

発
注

者
支

援
業

務
　

（
注

１
）

公
物

管
理

補
助

業
務

（
河

川
）



（別紙５）

暴力団排除に関する欠格事由の確認について

平成２３年度の発注者支援業務等（発注者支援業務（積算技術業務、工事監督支援業

務及び技術審査業務）、公物管理補助業務（河川巡視支援業務、河川許認可審査支援業務、

ダム管理支援業務、堰・排水機場等管理支援業務、道路巡回業務及び道路許認可審査・

適正化指導業務）及び用地補償総合技術業務をいう。）に係る入札については、競争の導

入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。以下「法」とい

う。）第２条第７項に規定する民間競争入札の対象となったため、暴力団排除に関する欠

格事由（法第１５条において準用する第１０条第４号、第６号、第７号、第８号及び第

９号をいう。）に関し、入札に参加する事業者がそれらに該当するか否かについて、警察

庁へ意見聴取を行うこととなっている。

そのため、入札に参加する事業者においては、次に掲げるところにより、所要の対応

をすること。

１．参加しようとする発注者支援業務等の発注機関に対し、当該発注者支援業務等に係

る入札説明書の定めるところにより、業務ごとに、暴力団排除に関する欠格事由に該

当しない者であることを記載した誓約書（様式－１９）を提出すること。

２．下記（１）に掲げる提出先に対し、下記（２）に掲げる提出期限までに、下記（３）

に掲げる提出資料を１通ずつ提出すること（下記（４）に掲げる提出方法その他留意

事項によること）。

なお、当該資料は、当地方整備局各機関が入札公告をする発注者支援業務等に共通

して用いるため、当該発注者支援業務等のうち複数のものに参加する事業者（設計共

同体の構成員として参加する場合を含む。）であっても、１通ずつ提出すればよいこと

に留意すること。

この取扱の対象となる発注者支援業務等は、中部地方整備局ホームページにて公表

しているので、十分に確認すること。

（１）提出先

〒４６０－８５１４

名古屋市中区三の丸２－５－１ 名古屋合同庁舎第2号館

中部地方整備局総務部契約課契約第二係

電話 ０５２－９５３－８１３８

電子メール keiyaku@cbr.mlit.go.jp

（２）提出期限

平成２３年２月４日（金）１６：００必着のこと。

なお、競争参加資格申請書等の提出期限とは異なるので、注意されたい。



（３）提出資料

①入札参加事業者等確認書（様式－２０）

②意見聴取対象者に係る確認のための書面

（参考１及び参考２を参照のこと。なお、確認のための書面のうち「住民票の

写し等」については、落札事業者のみが提出すればよく、すべての入札参加

事業者が提出する必要はないことに留意されたい ）。

③確認用電子データ（様式－２１。なお、ダウンロードシステムにて交付するエ

クセルファイルにて作成、提出のこと ）。

（４）提出方法その他留意事項

１）上記（３）①から③の資料の提出方法は、次のとおりとする（なお、各資料の

データを１枚のＣＤ－Ｒ等にまとめて記憶させて差し支えない 。）

いずれも、電子入札システムによる提出ではないことに留意すること。

①入札参加事業者等確認書

原本を郵送するとともに、ＰＤＦ化したデータを記憶させたＣＤ－Ｒ等を郵

送すること。

②意見聴取対象者に係る確認のための書面

原本を郵送するとともに、ＰＤＦ化したデータを記憶させたＣＤ－Ｒ等を郵

送すること。

③確認用電子データ

（１）のアドレス宛電子メールの添付文書として送信するとともに、当該確認

用電子データを記憶させたＣＤ－Ｒ等を郵送すること。

２）上記（３）②記載のとおり確認のための書面のうち「住民票の写し等」につい

ては、落札事業者のみが提出すればよいが、その提出期限については、落札予定

者の通知とともに通知する。なお、提出先は（１）まで、持参又は郵送にて提出

すること。

参考１ 意見聴取対象者等

参考２ 暴力団排除に関する欠格事由

様式－１９ 誓約書

様式－２０ 入札参加事業者等確認書

様式－２１ 確認用電子データ作成様式



（参考１） 

意見聴取対象者等 
 ※確認のための書面のうち「住民票の写し等」については、落札事業者のみが提出すればよく、すべての入札参加事業者が 

提出する必要はないことに留意されたい。 

 意見聴取の対象（※１） 意見聴取に必要な事項 確認のための書面 
① 入札参加事業者 

 

 

 

・氏名、生年月日、性別、住所、本籍

・商号又は屋号 

・事業内容 

・住民票の写し等（※３） 

・営業に関し成年者と同一の行為能力

を有する未成年者の場合、そのことを

証する書面 

（戸籍抄本、未成年者登記簿の謄本）

 

個

人

の

場

合 ② ①の法定代理人（※２） 

 
・氏名、生年月日、性別、住所、本籍 ・住民票の写し等 

・法定代理人であることを証する書面

  （①の戸籍抄本） 
③ 入札参加事業者 

 
・商号又は名称、代表者氏名 

・主たる事業所の所在地 

・事業内容 

・登記事項証明書（※４） 

④ ③の役員 

 

 

 

・氏名、生年月日、性別、住所、本籍

、役職名 
・住民票の写し等 

・営業に関し成年者と同一の行為能力

を有する未成年者の場合、そのことを

証する書面 

（戸籍抄本、未成年者登記簿の謄本）

⑤ ④の法定代理人 

 
・氏名、生年月日、性別、住所、本籍 ・住民票の写し等 

・法定代理人であることを証する書面

  （④の戸籍抄本） 
⑥ ③の主要株主等（※５） 

  （個人） 
・氏名、生年月日、性別、住所、本籍

・所有株式数又は出資金額、割合 
 

⑦ ③の主要株主等（法人） 

 
・商号又は名称、代表者氏名 

・主たる事業所の所在地 

・所有株式数又は出資金額、割合 

 

⑧ 相談役、顧問等④と同等

以上の支配力を有する者 
・氏名、生年月日、性別、住所、本籍

、名称 
・住民票の写し等 

⑨ ③の親会社等（※６）（個人

） 
・氏名、生年月日、性別、住所、本籍

・所有株式数又は出資金額、割合 
・住民票の写し等 

・営業に関し成年者と同一の行為能力

を有する未成年者の場合、そのことを

証する書面 

（戸籍抄本、未成年者登記簿の謄本）

⑩ ⑨の法定代理人 ・氏名、生年月日、性別、住所、本籍 ・住民票の写し等 

・法定代理人であることを証する書面

  （⑨の戸籍抄本） 
⑪ ③の親会社等（法人） ・商号又は名称、代表者氏名 

・主たる事業所の所在地 

・所有株式数又は出資金額、割合等 

・登記事項証明書 

⑫ ⑪の役員 ・氏名、生年月日、性別、住所、本籍

、役職名 
・住民票の写し等 

・営業に関し成年者と同一の行為能力

を有する未成年者の場合、そのことを

証する書面 

（戸籍抄本、未成年者登記簿の謄本）

⑬ ⑫の法定代理人 ・氏名、生年月日、性別、住所、本籍 ・住民票の写し等 

・法定代理人であることを証する書面

  （⑫の戸籍抄本） 

 

 

 

 

 

 

入 

 

 

 

 

 

札 

 

 

 

 

 

参 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 

 

 

 

 

 

業 

 

 

 

 

 

者 

 

 

 

 

 

 

法 

 

 

 

 

 

 

人 

 

 

 

 

の 

 

 

 

 

 

 

場 

 

 

 

 

 

 

合 

⑭ 相談役、顧問等⑫と同等

以上の支配力を有する者 
・氏名、生年月日、性別、住所、本籍

、名称 
・住民票の写し等 

 ※１ 「意見聴取の対象」は、それぞれ該当する者がいる場合に対象とする。 
 ※２ 「法定代理人」とは、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者の場合の当該未成年者の法定代理人をいう。 
 ※３ 「住民票の写し等」とは、原則として、住民票の写し（本籍地の記載あるもの）、対象が外国人の場合で外国人登録をし

ている場合の外国人登録原票の写し又はこれに代わる書面（いずれも発行後６ヶ月以内のもの）とする。ただし、「住民票
の写し等」については、落札事業者のみが提出すればよい。 

 ※４ 「登記事項証明書」とは、履歴事項全部証明書（発行後６ヶ月以内のもの） 
 ※５ 「主要株主等」とは、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を所有する株主及び出資総額の１００分の５以上の額に

相当する出資をしている者をいう。 
 ※６ ここでいう「親会社等」は、入札参加事業者に対して施行令第３条第１項各号のいずれかに該当する関係（特定支配関係）

を有している者のみをいい、同条第２項に規定する者は含まないものとする。 



（参考２） 

 

暴力団排除に関する欠格事由 

 

 

 

 

 

 

 

【１】法第１０条第４号関係 

 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する

暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年

を経過しない者 

（【１】説明） 

上記のとおり。 

 

 

 

 

 

【２】法第１０条第６号関係 

 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人

が【１】に該当するもの 

 

（【２】説明） 

 「営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者」とは、以下の

者以外の未成年者をいう。 

①親権者又は後見人から営業を許可された者（民法第６条） 

②婚姻により成年に達したものとみなされる者（民法第７５３条） 

 

 

 

 

 

【３】法第１０条第７号関係 

 法人であって、その役員のうちに【１】又は【２】のいずれかに該当する

者があるもの 

 

（【３】説明） 

「役員」とは、理事、取締役、執行役、業務を執行する社員及び監事、監

査役又はこれらに準ずる者をいう。 

①「理事」「監事」は、財団法人及び社団法人等の場合である。 

②「取締役」「執行役」「業務を執行する社員」「監査役」は、会社法の

株式会社、持分会社等の場合である。 

③「これらに準ずる者」は、法人格を有するその他の団体における役員



であって、理事、取締役、執行役、業務を執行する社員、監事、監査

役と名称は異なるが、これらに準ずる者をいう。 

 

 

 

 

 

【４】法第１０条第８号関係 

暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者がその事業

活動を支配する者 

 

（【４】説明） 

法第１０条第８号にいう「事業活動を支配する者」については、その概念

が広く、入札参加時に意見聴取の対象をすべて特定することは困難であるた

め、次に掲げる者が意見聴取対象者とされている。 

①相談役、顧問等名称のいかんを問わず、入札参加事業者（法人の場合）

の役員と同等以上の支配力を有する者 

②入札参加事業者（法人の場合）の発行済株式の総数の１００分の５以

上の株式を所有する株主 

③入札参加事業者（法人の場合）の出資総額の１００分の５以上の額に

相当する出資をしている者 

 

 

 

 

 

 

【５】法第１０条第９号関係 

その者の親会社等（その者の経営を実質的に支配することが可能となる関

係にあるものとして政令で定める者をいう。）が【１】から【４】までのいず

れかに該当する者 

 

（【５】説明） 

「その者の親会社等」とは、競争の導入による公共サービスの改革に関す

る法律施行令（以下「施行令」という。）第３条に規定するものをいう。 

① 施行令第３条第１項第１号の「株主総会において決議することがで

きる事項の全部につき議決権を行使することができない株主」とは、

「株の発行者（自己株式の場合）」、「株式持ち合いの場合の株式所有

者」等をいう。 

② 同条第２号及び第３号の「役員」には、社団法人等の「監事」及び

株式会社等の「監査役」等の監査関係の役員は含まれない。 

法第１０条第９号にいう「親会社等」のうち、入札参加事業者に対して施

行令第３条第１項各号のいずれかに該当する関係（特定支配関係）を有する



者が意見聴取対象者とされている。なお、施行令第３条第２項に規定する「あ

る者に対して特定支配関係を有する者に対して特定支配関係を有する者」は

意見聴取の対象者とはされていない。 

 

 

 

（参照条文） 

 

 

●競争の導入による公共サービスの改革に関する法律 

（平成１８年法律第５１号） 

 

（欠格事由）  

第十条 次の各号のいずれかに該当する者は、官民競争入札に参加すること

ができない。 

一 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取

り扱われている者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これ

と同様に取り扱われている者 

三 禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せ

られ、又はこの法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しな

い者 

四 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第

七十七号）第二条第六号 に規定する暴力団員（以下この条において「暴

力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない

者 

五 第二十二条第一項の規定により契約を解除され、その解除の日から起

算して五年を経過しない者 

六 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定

代理人が前各号のいずれかに該当するもの 

七 法人であって、その役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があ

るもの 

八 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者がそ

の事業活動を支配する者 

九 その者の親会社等（その者の経営を実質的に支配することが可能とな



る関係にあるものとして政令で定める者をいう。次号において同じ。）

が前各号のいずれかに該当する者 

十 その者又はその者の親会社等が他の業務又は活動を行っている場合

において、これらの者が当該他の業務又は活動を行うことによって官民

競争入札対象公共サービスの公正な実施又は当該官民競争入札対象公

共サービスに対する国民の信頼の確保に支障を及ぼすおそれがある者 

十一 法令の特例において定められた当該官民競争入札対象公共サービ

スを実施する公共サービス実施民間事業者に必要な資格の要件を満た

すことができない者 

十二 官民競争入札等監理委員会の委員又は当該委員と政令で定める直

接の利害関係のある者 

 

（準用）  

第十五条 第十条、（中略）の規定は、国の行政機関等の長等が実施する民

間競争入札について準用する。この場合において、（中略）と読み替える

ものとする。 

 

 

●競争の導入による公共サービスの改革に関する法律施行令 

（平成１８年政令第２２８号） 

 

（親会社等）  

第三条 法第十条第九号（法第十五条、第十七条及び第十九条において準用

する場合を含む。）に規定する政令で定める者は、官民競争入札又は民間

競争入札に参加しようとする者に対して次のいずれかの関係（次項におい

て「特定支配関係」という。）を有する者とする。  

一 その総株主（株主総会において決議をすることができる事項の全部に

つき議決権を行使することができない株主を除く。次条第二号において

同じ。）又は総出資者の議決権の過半数を有していること。  

二 その役員（理事、取締役、執行役、業務を執行する社員又はこれらに

準ずる者をいう。以下同じ。）に占める自己の役員又は職員（過去二年

間に役員又は職員であった者を含む。次号において同じ。）の割合が二

分の一を超えていること。  

三 その代表権を有する役員の地位を自己又はその役員若しくは職員が

占めていること。  

２ ある者に対して特定支配関係を有する者に対して特定支配関係を有す



る者は、その者に対して特定支配関係を有する者とみなして、この条の規

定を適用する。 

 

 

●暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 

（平成３年法律第７７号） 

 

（定義）  

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。  

一～五（略） 

六 暴力団員 暴力団の構成員をいう。  

七・八（略） 

 

 

●民法（明治２９年法律第８９号） 

 

（未成年者の営業の許可）  

第六条 一種又は数種の営業を許された未成年者は、その営業に関しては、

成年者と同一の行為能力を有する。  

２ 前項の場合において、未成年者がその営業に堪えることができない事由

があるときは、その法定代理人は、第四編（親族）の規定に従い、その許

可を取り消し、又はこれを制限することができる。 

 

（婚姻による成年擬制）  

第七百五十三条 未成年者が婚姻をしたときは、これによって成年に達した

ものとみなす。 
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